
　
【表紙】 　

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成22年11月24日

【中間会計期間】 第65期中(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

【会社名】 日立マクセル株式会社

【英訳名】 Hitachi Maxell, Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　角田　義人

【本店の所在の場所】 大阪府茨木市丑寅一丁目１番88号

【電話番号】 072(623)7574

【事務連絡者氏名】 ―

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区飯田橋二丁目18番２号

【電話番号】 03(3515)8283

【事務連絡者氏名】 法務本部長　　春日　義行

【縦覧に供する場所】 ―

　

EDINET提出書類

日立マクセル株式会社(E01947)

半期報告書

 1/68



第一部【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) ― ― 65,508 172,652 139,841

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) ― ― △1,288 △1,524 432

中間（当期）純損失
（△）

(百万円) ― ― △3,018 △24,146 △7,327

純資産額 (百万円) ― ― 148,058 164,207 157,104

総資産額 (百万円) ― ― 193,260 216,823 200,003

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,567.241,709.391,628.69

１株当たり中間（当
期）純損失（△）

(円) ― ― △32.09 △251.36 △76.28

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 76.3 75.7 78.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △92 4,105 12,176

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △11,350 1,664 △4,001

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △2,201 △592 △13,429

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) ― ― 30,400 51,068 45,363

従業員数
[外、平均臨時雇用人員]

(名)
―
[―]

―
[―]

4,035
[616]

4,451
[642]

4,584
[709]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第63中間期及び第64中間期においては、四半期報告書を提出しており半期報告書を提出していないため、当該

期の経営指標等については記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) ― ― 36,289 100,723 76,842

経常損失（△） (百万円) ― ― △1,444 △3,804 △333

中間（当期）純損失
（△）

(百万円) ― ― △2,719 △23,680 △6,941

資本金 (百万円) ― ― 12,203 12,203 12,203

発行済株式総数 (千株) ― ― 94,045 99,532 99,532

純資産額 (百万円) ― ― 136,129 149,643 142,951

総資産額 (百万円) ― ― 172,367 193,126 176,693

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 20.00 10.00

自己資本比率 (％) ― ― 79.0 77.5 80.9

従業員数
[外、平均臨時雇用人員]

(名) ― ―
1,816
[205]

1,987 1,850

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純損失」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

３　従業員数において、平均臨時雇用人員の総数が従業員数の100分の10を超えたため、[　]内にて表示しておりま

す。

４　第63中間期及び第64中間期においては、四半期報告書を提出しており半期報告書を提出していないため、当該

期の経営指標等については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当社グループは、当社、親会社(株式会社日立製作所)、子会社18社及び関連会社１社で構成され、情報メ

ディア、電池、材料・デバイス及び電気機械器具の製造・販売を主な事業内容としております。

　当社グループの事業区分別の主要製品及び主要な関係会社の当該事業における位置付けは次のとおり

であります。

　なお、事業区分は、セグメント区分と同一の区分であります。

＜販売会社他＞

欧州の販売会社であるMaxell Scandinavia A Bは清算したことにより、Maxell(France)及びMaxell

Italia S.p.Aは支店化によりMaxell Europe Ltd.に統合されたため、連結の範囲から除外しております。

　

セグメントの名称 主要製品
主要な関係会社の位置付け

製造会社 販売会社他

情報メディア

コンピュータテープ マクセル精器株式会社 株式会社マクセル商事

放送用ビデオテープ 　
Maxell Corporation of
America

ブルーレイディスク 　 Maxell Europe Ltd.

DVD、CD 　 Maxell Asia, Ltd.

オーディオテープ 　 マクセル（上海）貿易有限公司

ビデオテープ
　 台湾マクセル有限公司

電池

リチウムイオン電池 無錫日立マクセル有限公司
Maxell Asia (Singapore) Pte.
Ltd.

コイン形リチウム二次電
池

　 　

酸化銀電池 　 　

リチウム一次電池 　 　

アルカリ乾電池 　 　

材料・デバイス・電
器

光学部品 マクセルファインテック株式会社 　

機能性材料 株式会社スリオンテック 　

粘着テープ 九州日立マクセル株式会社 　

RFIDシステム マクセル精器株式会社 　

小型電気機器
Maxell Tohshin (Malaysia) Sdn.
Bhd.

　

電鋳・精密部品 　 　

金型・合成樹脂成形品 　 　
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事業の系統図は、次のとおりであります。
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３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間における、関係会社の異動は以下のとおりであります。

欧州の販売会社であるMaxell Scandinavia A Bは清算したことにより、Maxell(France)及びMaxell

Italia S.p.Aは支店化によりMaxell Europe Ltd.に統合されたため、連結の範囲から除外しております。
　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

情報メディア
942
(40)

電池
1,518
(191)

材料・デバイス・電器
1,575
(385)

合計
4,035
(616)

(注)１　当中間連結会計期間における従業員数の変動は、従来、従業員数に含めていた当社グループ外からの当社グルー

プへの出向者を含めないこととする等の集計方法の変更を行ったことなどによるものであります。

（従来の集計方法による平成22年９月30日現在の従業員数については特に記載すべき事情はございません。）

　　２　従業員数は就業人員であり、臨時雇用人員は、当中間連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名)
1,816
(205)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用人員は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　

(3) 労働組合の状況

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作成

しておりません。従って、前年同期との対比は行っておりません。

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるグローバル経済は、一部に回復は見られるものの、実体経済の悪化により

依然として低迷しました。

　当社グループの事業環境は世界規模での景気の低迷を受け、市場構造の変化や製品価格の下落などによ

り厳しい状況で推移しました。

　このような状況のもと当中間連結会計期間の売上高は、光学部品やマイクロ電池などで回復が見られる

ものの、情報メディア部門が大幅減収となったことなどにより65,508百万円となりました。利益面では、

総経費の徹底削減や総合原価低減など経営の筋肉質化に向けた各施策が功を奏したものの、製品価格下

落や為替の影響により、営業損益は971百万円の損失、経常損益は1,288百万円の損失となり、中間純損益

は3,018百万円の損失となりました。　

　当中間連結会計期間の対米ドルの平均円レートは89円、対ユーロの平均円レートは114円となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

　
情報メディア部門

コンピュータテープは、製品価格の下落や為替の影響により大幅減収となりました。光ディスクは販売

数量が減少したことなどにより大幅減収となりました。オーディオ・ビデオテープは市場縮小により大

幅減収となりました。この結果、情報メディア部門全体の売上高は20,834百万円となりました。営業利益

は47百万円となりました。

　
電池部門

二次電池では、ハイパワータイプ円筒形リチウムイオン電池が伸長したものの、角形リチウムイオン電

池の販売数量が減少したことなどにより減収となりました。一方、一次電池では、耐熱コイン形リチウム

電池や酸化銀電池などのマイクロ電池が堅調に推移したことにより増収となりました。この結果、電池部

門全体の売上高は21,641百万円となりました。営業損益は角形リチウムイオン電池が悪化したことによ

り、1,706百万円の損失となりました。

　

材料・デバイス・電器部門

材料・デバイスでは光学部品の光ディスクドライブ用ピックアップレンズの販売数量が回復したこと

などにより増収となりました。電器は減収となりました。この結果、材料・デバイス・電器部門全体の売

上高は23,033百万円となりました。営業利益は、機能性部材料や光学部品での事業構造改革の効果などに

より、688百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は30,400百万円となり、

前連結会計年度末より14,963百万円減少しました。これは、営業活動によるキャッシュ・フローが92百万

円減少し、投資活動によるキャッシュ・フローが11,350百万円及び財務活動によるキャッシュ・フロー

が2,201百万円減少したことによります。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、92百万円の減少となりました。こ

れは主に、税金等調整前中間純損失が2,572百万円となったものの減価償却費を3,456百万円計上したこ

とと、売上債権の1,130百万円増加による資金の減少によるものです。　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、11,350百万円の減少となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による2,200百万円及び預け金の預入による支出10,000百万円の資

金の減少によるものです。　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、2,201百万円の減少となりまし

た。これは主に、短期借入金の増加717百万円による資金の増加の一方、自己株式の取得による支出3,501

百万円による資金の減少によるものです。

当社グループの運転資金需要は、製品製造のための材料及び部品の購入のほか、製造費、販売費及び一

般管理費等の営業費用によるものです。これらの資金需要に対しては基本的に自己資金にて賄っており

ますが、一時的な運転資金需要に対応するため一部の連結子会社においては、現地金融機関からの、短期

借入金を利用しております。

また、当社グループの設備投資需要は成長が期待できる製品分野及び研究開発のほか、省力化、合理化

及び製品の信頼性向上のための投資によるものです。これらの資金需要に対しては自己資金で賄ってお

ります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

情報メディア 19,863 ―

電池 23,604 ―

材料・デバイス・電器 19,414 ―

合計 62,881 ―

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　生産実績には、完成品仕入にかかわる生産実績を含めており、仕入実績は次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

情報メディア 6,292 ―

電池 1,387 ―

材料・デバイス・電器 2,471 ―

合計 10,150 ―

　

(2) 受注状況

当社及び連結子会社の主要製品は、見込み生産のため記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

情報メディア 20,834 ―

電池 21,641 ―

材料・デバイス・電器 23,033 ―

合計 65,508 ―

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなものがありま

す。なお、当該事項は当中間連結会計期間末現在において当社グループが判断したものです。

(1) 為替相場の変動による影響について

当社グループは、日本を含む全世界において事業活動を行っており、海外売上高比率は約５割と高く、

中でも米州向けは全売上高の約２割を占めております。外貨建て輸出入取引のバランス調整等、為替レー

トの変動リスクをヘッジする施策は行っておりますが、急激な為替レートの変動が業績に影響を及ぼす

可能性があります。

(2) 競合状況等の影響について

当社グループは、情報メディア、電池、材料・デバイス及び電気機械器具の製造・販売を主な事業内容

としております。取り扱っております製品の市場における競合状況は日々変化しており、競争の激化によ

る価格の下落等が業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 材料費等の変動による影響について

当社グループの製品は、石油化学製品を原材料としているものが多く、また、一部の製品において希少

な物質を原材料としているものがあります。安定供給が可能な材料を用いた製品の開発などの対策を

行っておりますが、原油価格の高騰や投機的な取引などによる原材料価格の上昇が業績に影響を及ぼす

可能性があります。

(4) 災害等による影響について

当社グループの生産・販売活動は全世界で展開しております。地震及び洪水等の自然災害、火災、戦争、

テロ及び暴動等が起こった場合、当社グループの販売活動の停滞や生産設備等への損害などにより、業績

に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 環境規制等における影響について

当社グループは、製造過程で生じる廃棄物や大気・水への排出物、製品に含まれる有害化学物質などに

ついて、国内外の環境関連法令の適用を受けております。当社グループは環境経営を積極的に推進し、過

去の事業活動の結果生じた事象についても、現在の環境規制に対応するための費用が発生し、業績に影響

を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループでは、開発本部が各事業部の設計開発部門と共同で行う開発に加えて、当社グループの保

有する技術と当社の総合力を活かした研究開発活動を行っております。また日立グループとの有機的な

連携を推進し、さらに当社グループ外の企業とも積極的にアライアンスを組むことや産官学連携の活用

により、一層の技術革新を推進しております。

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は2,759百万円であり、各部門の研究開発活動

及び研究開発費は次のとおりであります。
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情報メディア部門

開発本部とストレージメディア事業部の設計開発部門が一体となって、コンピュータテープなど大容

量磁気記録メディアを中心に研究開発を推進しております。当中間連結会計期間においては、対向ター

ゲット式スパッタ法を改良したことにより、超高密度ナノ構造磁性薄膜を用いた垂直磁気記録方式とし

て世界最高
※1
となる面記録密度45.0ギガビット毎平方インチ

※2
の磁気テープ技術を開発しました。情報

メディア部門に係る研究開発費は656百万円であります。

　

電池部門

開発本部とマイクロ電池事業部、モバイル電池事業部、パワー電池事業部の設計開発部門が協力し、マ

イクロ電池、アルカリ乾電池などの一次電池、リチウムイオン電池などの二次電池の研究開発を推進して

おります。当中間連結会計期間においては、ナノサイズのシリコンをイオン伝導体に分散させた新材料

「ナノシリコン複合体」を含む負極を新開発したことにより、リチウムイオン電池の高容量と高負荷特

性を実現しました。さらに、さらなる高容量化を可能とする角形リチウムイオン電池のほか、電動二輪車

などの産業用途やスマートグリッド用途に向けたラミネート形リチウムイオン電池などの研究開発を進

めました。電池部門に係る研究開発費は1,439百万円であります。

　

材料・デバイス・電器部門

開発本部とストレージメディア事業部の設計開発部門、ならびに当社グループ会社の設計開発部門が

協力し、光ディスク用ドライブや小型カメラ向けの光学部品のほか、機能性部材料として顔料インク、粘

着テープ、磁性ビーズなどのバイオ部材といった独自技術を活かした研究開発を推進しております。当中

間連結会計期間においては、汎用性の熱伝導フィラーを採用した熱伝導性両面粘着テープのほか、世界で

初めて
※3
薄膜シリコーンゴムを基材に使用したオールシリコーン素材の両面粘着テープを商品化しまし

た。また、創薬や治験などの研究開発の分野で生体などを検体として低温保存することができるRFID付マ

イクロチューブのサンプル出荷を開始しました。さらに、超臨界二酸化炭素を活用したプラスチックメッ

キ技術などの開発を進めました。材料・デバイス・電器部門に係る研究開発費は664百万円であります。

　
※1　平成22年５月現在。リニア記録方式のデータ用ストレージテープメディアにおいて。当社調べ。

※2　45.0ギガビット毎平方インチ＝69.8メガビット毎平方ミリメートル。

※3　平成22年６月現在。シリコーンゴムを基材とした両面粘着テープにおいて。株式会社スリオンテック調べ。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

①　為替変動の影響

前第２四半期連結累計期間からの為替レートの変動により、当中間連結会計期間の売上高は26億円、

営業損益は９億円、各々減少したと試算されます。なお、為替レートは、前第２四半期連結累計期間は1

ドル=95円、1ユーロ=133円、当中間連結会計期間は1ドル=89円、1ユーロ=114円であります。

②　売上高

売上高は、電池部門、材料・デバイス・電器部門とも増収となりました。一方、情報メディア部門では

コンピュータテープや光ディスクを中心に大幅減収となったことにより、全体の売上高は、65,508百万

円となりました。

③　売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、3.6％減の51,728百万円となりました。これは、生産性向上や原価低減などコスト削減の

影響があったことによるものであります。売上高に対する原価率は、79.0％となりました。その結果、売

上総利益は13,780百万円となり、売上高総利益率は、21.0％となりました。

　また、販売費及び一般管理費は、特許権使用料や広告宣伝費などが減少したことにより、14,751百万円

となりました。売上原価と販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は2,759百万円となり、売上高

に対する比率は4.2％となりました。これは、経営環境の悪化を踏まえて研究開発案件を厳選したこと

によるものであります。

④　営業利益又は営業損失

営業損益は、総合原価低減などの各施策を実施したものの、製品価格下落や為替などの影響により、

971百万円の損失となりました。

⑥　営業外収益(費用)

営業外収益(費用)は、317百万円の損失（純額）となりました。主に為替差損が増加したことによる

ものであります。

⑥　経常利益又は経常損失

経常損益は、営業損益が悪化したことにより、1,288百万円の損失となりました。

⑦　特別利益(損失)

特別利益(損失)は、事業構造改善費用などを計上したことにより、1,284百万円の損失(純額)となり

ました。

⑧　税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損失

税金等調整前中間純損益は、2,572百万円の損失となりました。

⑨　法人税等及び少数株主利益

法人税等及び少数株主利益は、446百万円となりました。少数株主利益は少額であり、損益への影響は

軽微でありました。

⑩　中間純損失

中間純損益は、3,018百万円の損失となりました。１株当たり中間純損益は、32.09円の損失となりま

した。
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なお、「第２　事業の状況」の「１　業績等の概要」にセグメント別の売上高及び営業利益の状況につい

て、「４　事業等のリスク」に当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のある主な事項を記載して

おります。

　

(2)財政状態の分析

①　資産

総資産は、前連結会計年度末比3.4％減（以下の比較はこれに同じ）の193,260百万円となりました。

このうち流動資産は、主に関係会社預け金が3,475百万円減少したことにより3.0％減の96,009百万円

で、総資産に占める割合は前連結会計年度の49.5％から49.7％となりました。一方、固定資産は、主に有

形固定資産が1,863百万円減少したことにより3.8％減の97,251百万円で、総資産に占める割合は前連

結会計年度の50.5％から50.3％となりました。

②　負債

負債は、5.4％増の45,202百万円となりました。このうち流動負債は、10.4％増の33,010百万円となり

ました。これによって流動比率は2.9倍に、また流動資産との差額である手持ち資金は62,999百万円と

なりました。一方、固定負債は、6.3％減の12,192百万円となりました。

③　純資産

純資産は、主に利益剰余金が11,462百万円減少したことにより5.8％減の148,058百万円となりまし

た。一方、自己資本比率は78.2％から76.3％となりました。　

　

(3) キャッシュ・フローの状況分析

「１　業績等の概要」の(2)キャッシュ・フローの状況にて記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 国内子会社

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(3) 在外子会社

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備計画の完了

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおり

であります。

　 会社名・(所在地)
事業所名

セグメントの名称 設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月

日立マクセル㈱
京都事業所
（京都府大山崎町他）

電池 リチウムイオン電池生産設備 2,113平成22年９月

　
(2) 重要な設備の新設等

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は次のとおりであります。

　
会社名・(所在地)
事業所名

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

日立マクセル㈱
京都事業所
（京都府大山崎町他）

電池 リチウムイオン電池生産設備 1,980 4 自己資金
平成22年
５月

平成23年
３月

(注) １　金額には消費税等を含んでおりません。

２　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について、重要な変更はあり

ません。

　

EDINET提出書類

日立マクセル株式会社(E01947)

半期報告書

14/68



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 284,800,000

計 284,800,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月24日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 94,045,98294,045,982―
単元株制度を採用
しておりません。

計 94,045,98294,045,982― ―

（注） 株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりであります。

 当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定め　 

　　　

 ており、当社株式の譲渡又は取得について株主総会の承認を要する旨を定款第６条において定めております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日 △5,486,15194,045,982― 12,203 ― 22,325

（注） 発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 94,045,982100.00

計 ― 94,045,982100.00

　

　

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

94,045,982
94,045,982 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 94,045,982― ―

総株主の議決権 ― 94,045,982 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

　

２ 【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(3) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで)の中間財務諸表は作成しておりません。従って、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との

対比は行っておりません。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の中間連結財

務諸表並びに中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人の中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,029 5,192

受取手形及び売掛金 *2
 27,719

*2
 27,907

有価証券 1,010 1,000

たな卸資産 18,910 16,897

関係会社預け金 27,813 31,288

その他 16,030 17,206

貸倒引当金 △502 △562

流動資産合計 96,009 98,928

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 15,316 15,756

機械装置及び運搬具（純額） 14,308 13,350

土地 40,512 41,045

その他（純額） 2,382 4,230

有形固定資産合計 *1
 72,518

*1
 74,381

無形固定資産 1,211 1,421

投資その他の資産

投資有価証券 18,233 19,252

その他 5,303 6,035

貸倒引当金 △14 △14

投資その他の資産合計 23,522 25,273

固定資産合計 97,251 101,075

資産合計 193,260 200,003

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,271 15,423

短期借入金 1,370 735

未払費用 9,913 10,104

未払法人税等 519 840

その他 4,937 2,786

流動負債合計 33,010 29,888

固定負債

退職給付引当金 7,095 7,770

役員退職慰労引当金 254 289

その他 4,843 4,952

固定負債合計 12,192 13,011

負債合計 45,202 42,899
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(単位：百万円)

当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,203 12,203

資本剰余金 22,325 22,325

利益剰余金 122,686 134,148

自己株式 － △4,943

株主資本合計 157,214 163,733

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 797 1,404

為替換算調整勘定 △10,618 △8,688

評価・換算差額等合計 △9,821 △7,284

少数株主持分 665 655

純資産合計 148,058 157,104

負債純資産合計 193,260 200,003
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②【中間連結損益計算書】
(単位：百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

売上高 65,508 139,841

売上原価 51,728 108,017

売上総利益 13,780 31,824

販売費及び一般管理費

荷造及び発送費 1,924 4,054

販売促進費 471 1,046

広告宣伝費 400 1,024

給料及び手当 4,648 9,514

退職給付費用 535 1,210

特許権使用料 2,032 4,617

減価償却費 567 1,403

その他 4,174 8,899

販売費及び一般管理費合計 14,751 31,767

営業利益又は営業損失（△） △971 57

営業外収益

受取利息 238 431

受取配当金 6 25

受取賃貸料 447 813

その他 155 538

営業外収益合計 846 1,807

営業外費用

支払利息 59 104

売上割引 115 258

賃貸収入原価 118 211

為替差損 769 562

その他 102 297

営業外費用合計 1,163 1,432

経常利益又は経常損失（△） △1,288 432

特別利益

固定資産売却益 *1
 27

*1
 524

投資有価証券売却益 866 －

その他 － 337

特別利益合計 893 861

特別損失

固定資産除売却損 *2
 63

*2
 261

減損損失 *3
 518

*3
 5,640

投資有価証券売却損 375 －

事業構造改善費用 *4
 1,059

*4
 567

その他 162 892

特別損失合計 2,177 7,360

EDINET提出書類

日立マクセル株式会社(E01947)

半期報告書

20/68



(単位：百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

税金等調整前中間純損失（△） △2,572 △6,067

法人税等 *5
 431 1,255

少数株主損益調整前中間純損失（△） △3,003 －

少数株主利益 15 5

中間純損失（△） △3,018 △7,327
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,203 12,203

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 12,203 12,203

資本剰余金

前期末残高 22,325 22,325

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 22,325 22,325

利益剰余金

前期末残高 134,148 143,397

当中間期変動額

剰余金の配当 － △1,922

中間純損失（△） △3,018 △7,327

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 △8,444 －

当中間期変動額合計 △11,462 △9,249

当中間期末残高 122,686 134,148

自己株式

前期末残高 △4,943 △4,938

当中間期変動額

自己株式の取得 △3,501 △5

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 8,444 －

当中間期変動額合計 4,943 △5

当中間期末残高 － △4,943

株主資本合計

前期末残高 163,733 172,987

当中間期変動額

剰余金の配当 － △1,922

中間純損失（△） △3,018 △7,327

自己株式の取得 △3,501 △5

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 － －

当中間期変動額合計 △6,519 △9,254

当中間期末残高 157,214 163,733
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(単位：百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,404 △784

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△607 2,188

当中間期変動額合計 △607 2,188

当中間期末残高 797 1,404

為替換算調整勘定

前期末残高 △8,688 △7,996

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△1,930 △692

当中間期変動額合計 △1,930 △692

当中間期末残高 △10,618 △8,688

評価・換算差額等合計

前期末残高 △7,284 △8,780

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△2,537 1,496

当中間期変動額合計 △2,537 1,496

当中間期末残高 △9,821 △7,284

少数株主持分

前期末残高 655 －

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

10 655

当中間期変動額合計 10 655

当中間期末残高 665 655

純資産合計

前期末残高 157,104 164,207

当中間期変動額

剰余金の配当 － △1,922

中間純損失（△） △3,018 △7,327

自己株式の取得 △3,501 △5

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△2,527 2,151

当中間期変動額合計 △9,046 △7,103

当中間期末残高 148,058 157,104
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △2,572 △6,067

減価償却費 3,456 8,509

減損損失 518 5,660

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△388 △403

貸倒引当金の増減額（△は減少） △34 306

受取利息及び受取配当金 △244 △456

支払利息 59 104

持分法による投資損益（△は益） 13 39

投資有価証券評価損益（△は益） 1 430

投資有価証券売却損益（△は益） △491 △68

関係会社株式売却損益（△は益） － 101

固定資産除売却損益（△は益） 36 △256

売上債権の増減額（△は増加） △1,130 △448

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,661 1,616

仕入債務の増減額（△は減少） 2,087 5,060

未払費用の増減額（△は減少） △27 △507

未収入金の増減額（△は増加） △380 △1,699

未払金の増減額（△は減少） 2,085 －

その他 △219 629

小計 109 12,550

利息及び配当金の受取額 274 433

利息の支払額 △69 △346

法人税等の支払額 △861 △461

法人税等の還付額 455 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △92 12,176

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △500 －

有価証券の売却による収入 1,500 1,000

有形固定資産の取得による支出 △2,200 △6,050

有形固定資産の売却による収入 42 632

投資有価証券の取得による支出 △8,602 △1,004

投資有価証券の売却による収入 8,391 998

関係会社株式の売却による収入 － 550

預け金の預入による支出 △10,000 －

貸付けによる支出 △2 △371

貸付金の回収による収入 8 561

その他 13 △317

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,350 △4,001
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(単位：百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 717 △1,502

配当金の支払額 － △1,922

少数株主への配当金の支払額 △5 －

社債の償還による支出 － △10,000

自己株式の取得による支出 △3,501 △5

自己株式の売却による収入 － 0

通貨スワップ解約による収入 588 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,201 △13,429

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,320 △456

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14,963 △5,710

現金及び現金同等物の期首残高 45,363 51,068

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額 *2

 －
*2

 5

現金及び現金同等物の中間期末残高 *1
 30,400

*1
 45,363
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 16社

 
主要な連結子会社の名称

　マクセルファインテック㈱

　㈱スリオンテック

　九州日立マクセル㈱

　マクセル精器㈱

　㈱マクセル商事

　Maxell Corporation of America

  Maxell Europe Ltd.

　Maxell Asia,Ltd.

　Maxell Tohshin(Malaysia)Sdn. Bhd.

　Maxell Asia(Singapore)Pte. Ltd.

　無錫日立マクセル有限公司

  Maxell Scandinavia A Bは、清算により連結の

範囲から除外しております。

  Maxell(France)及びMaxell Italia S.p.A.は、

支店化によりMaxell Europe Ltd.に統合されたた

め連結の範囲から除外しております。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 19社

 
主要な連結子会社の名称

　マクセルファインテック㈱

　㈱スリオンテック

　九州日立マクセル㈱

　マクセル精器㈱

　㈱マクセル商事

　Maxell Corporation of America

  Maxell Europe Ltd.

　Maxell Asia,Ltd.

　Maxell Tohshin(Malaysia)Sdn. Bhd.

　Maxell Asia(Singapore)Pte. Ltd.

　無錫日立マクセル有限公司

マクセル北陸精器㈱は、当連結会計年度において

当社に吸収合併され消滅したため連結の範囲から

除外しております。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

　PT.SLIONTEC EKADHARMA INDONESIA

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

　PT.SLIONTEC EKADHARMA INDONESIA

(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社２社は、いずれも小規模であり、合

計の総資産、売上高、中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりませ

ん。

(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社２社は、いずれも小規模であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

　 　
２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社数

２社

　非連結子会社については、すべて持分法を適用し

ております。

　主要な非連結子会社は次のとおりであります。

　　PT.SLIONTEC EKADHARMA INDONESIA

 
 

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社数

２社

　非連結子会社については、すべて持分法を適用し

ております。

　主要な非連結子会社は次のとおりであります。

　　PT.SLIONTEC EKADHARMA INDONESIA

　非連結子会社であった㈱長野光学研究所は、連結

子会社であった㈱東伸精工に当連結会計年度にお

いて吸収合併されたため、持分法の適用範囲から

除外しております。

　なお、合併に際して、㈱東伸精工はマクセルファ

インテック㈱に商号を変更しております。

　(2) 持分法適用の関連会社数

１社

　持分法適用の関連会社は次のとおりであります。

　　加賀電気工業（無錫）有限公司

　(2) 持分法適用の関連会社数

１社

　持分法適用の関連会社は次のとおりであります。

　　加賀電気工業（無錫）有限公司
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当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社の中間決算日は、無錫日立マクセル有限

公司及びマクセル(上海)貿易有限公司を除きすべて

中間連結決算日と一致しております。

　無錫日立マクセル有限公司及びマクセル(上海)貿

易有限公司の中間決算日は６月30日でありますが、

９月30日現在で実施した仮決算に基づく決算書を使

用しております。

 

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しており

ます。)

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資(金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの)

については、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、無錫日立マクセル有限公司

及びマクセル(上海)貿易有限公司を除きすべて連結

決算日と一致しております。

　無錫日立マクセル有限公司及びマクセル(上海)貿

易有限公司の決算日は12月31日でありますが、３月

31日現在で実施した仮決算に基づく決算書を使用し

ております。

 

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しており

ます。)

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　　　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資(金融商品取引法第２条第

２項により有価証券とみなされるもの)に

ついては、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

　　②　デリバティブ

時価法

　　②　デリバティブ

時価法

　　③　たな卸資産

　先入先出法により評価を行っている一部の子

会社を除き、主として総平均法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)により

評価しております。

　　③　たな卸資産

　先入先出法により評価を行っている一部の子

会社を除き、主として総平均法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)により

評価しております。

（棚卸資産の評価に関する会計基準）　　

　当中間連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　平成20年９

月26日）を適用し、棚卸資産の評価方法として後入

先出法を採用しておりました一部の棚卸資産につ

いて総平均法に変更しております。

　これにより、当中間連結会計期間の売上総利益、営

業損失、経常損失及び税金等調整前中間純損失に与

える影響は軽微であります。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

　　①　有形固定資産(リース資産を除く)

　当社及び国内連結子会社は主として定率法(た

だし、建物(建物附属設備を除く。)については定

額法)を採用し、在外連結子会社は主として定額

法を採用しております。

 
　

 

 

 

 

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

　　①　有形固定資産(リース資産を除く)

　当社及び国内連結子会社は主として定率法(た

だし、建物(建物附属設備を除く。)については定

額法)を採用し、在外連結子会社は主として定額

法を採用しております。
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当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～９年

　　②　無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

　　③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借処理に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～９年

　　②　無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

　　③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借処理に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　　②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計上しておりま

す。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の

平均残存勤務年数(10～15年)による定額法によ

り費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時における従業

員の平均残存勤務年数(８～18年)による定額法

により翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

　　②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の

平均残存勤務年数(10～15年)による定額法によ

り費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時における従業

員の平均残存勤務年数(８～18年)による定額法

により翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

　　③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、当社及び国

内連結子会社は、内規に基づく中間連結会計期

間末要支給額を計上しております。

　　③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、当社及び国

内連結子会社は、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及

び負債は、連結決算期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　(5) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

　(6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

 

―――

 

―――

 
 
 
 
 
 
 
 
 

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

 

５　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。

　 　

　

【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（資産除去債務に関する会計基準）

  当中間連結会計期間から、「資産除去債務に関する会

計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　これによる損益に与える影響はありません。

―――

　

【表示方法の変更】

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

（中間連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財

務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴

い、当中間連結会計期間では、「少数株主損益調整前中間純損失（△）」の科目を表示してお

ります。
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

　

　
当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

147,840百万円

　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めており

ます。

有形固定資産減価償却累計額

146,520百万円

　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めており

ます。

　 　 　
※２ 手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 302百万円

手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 257百万円
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(中間連結損益計算書関係)

　

　
当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 10　〃

その他 15　〃

計 27　〃

固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 377百万円

機械装置及び運搬具 68　〃

土地 77　〃

その他 2　〃

計 524　〃

※２ 固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 18百万円

機械装置及び運搬具 14　〃

土地 3　〃

その他 27　〃

無形固定資産 1　〃

計 63　〃

固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 47百万円

機械装置及び運搬具 111　〃

土地 28　〃

その他 59　〃

無形固定資産 16　〃

計 261　〃

※３ 減損損失

　当社グループは、主に管理会計上の区分を考慮して

資産グループを決定しております。

　下記資産は遊休資産であり、売却検討を行った結

果、正味売却価額が帳簿価額を下回るため、減損損失

（518百万円）を計上しております。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

遊休資産 茨城県守谷市 土地 96

遊休資産 茨城県常総市 土地 422

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額と

使用価値のいずれか高い価額としております。正味

売却価額は合理的に算定された価額に基づき評価し

ております。

 
 
 

減損損失

　当社グループは、主に管理会計上の区分を考慮して

資産グループを決定しております。

　将来キャッシュ・フローの回収額を見積もった結

果、回収可能価額まで減額し、当該減損額を減損損失

(5,640百万円)として特別損失に計上しております。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

事業用資産 京都府大山崎町

建物及び構
築物・機械
装置及び運
搬具・無形
固定資産他

4,138

事業用資産 京都府福知山市

建物及び構
築物・機械
装置及び運
搬具,無形
固定資産他

1,428

福利資産 茨城県常総市 建設仮勘定 70

事業用資産 山梨県北杜市
機械装置及
び運搬具 4

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額と

使用価値のいずれか高い価額としております。正味

売却価額は合理的に算定された価額に基づき評価し

ております。

　また、使用価値の算定にあたり用いた割引率は加重

平均資本コストを基礎としております。
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当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※４ 事業構造改善費用

　早期退職に伴う特別退職金等であります。

 

事業構造改善費用

　事業構造改善費用は、当社及び連結子会社の事業構

造改革計画の実行に伴い発生した特別退職金等であ

ります。

内訳： 固定資産除売却損（注１) 8百万円

　 減損損失（注２) 20 〃

　 特別退職金 408〃

　 拠点統廃合費用 71 〃

　 その他（注３) 60 〃

　 　　　　合計 567〃

 

（注１）固定資産除売却損

　 　 その他 8百万円

計 8 〃

　

（注２）減損損失

　当社グループは、主に管理会計上の区分を考慮して

資産グループを決定しております。

　将来キャッシュ・フローの回収額を見積もった結

果、回収可能価額まで減額し、当該減損額を減損損失

(20百万円)として特別損失に計上しております。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

事業用資産
Tijuana, 
Mexico他

機械装置及

び運搬具他
20

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額と使

用価値のいずれか高い価額としております。正味売却

価額は合理的に算定された価額に基づき評価してお

ります。

　また、使用価値の算定にあたり用いた割引率は加重

平均資本コストを基礎としております。

 

（注３)その他

　清算に伴い発生する費用等であります。

　

※５ 当中間連結会計期間における税金費用につきま

しては、簡便法により計算しているため、法人税等

調整額は「法人税等」に含めて表示しています。　

 

―――
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

　

当中間連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 99,532,133 ─ 5,486,151 94,045,982

（注）減少は自己株式の消却によるものであります。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 3,474,151 2,012,000 5,486,151 ─

（注）増加は反対株主の株式買取請求に伴う買取りによるものであり、減少は自己株式の消却によるものであります。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

　

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 99,532,133 ─ ─ 99,532,133

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,470,646 3,660 155 3,474,151

（注）増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月25日
取締役会

普通株式 961 10.0平成21年３月31日 平成21年５月29日

平成21年10月27日
取締役会

普通株式 961 10.0平成21年９月30日 平成21年11月30日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年９月30日)

現金及び預金勘定 5,029百万円

関係会社預け金 17,813　〃

流動資産のその他 7,558　〃

現金及び現金同等物 30,400　〃

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日)

現金及び預金勘定 5,192百万円

関係会社預け金 31,288　〃

流動資産のその他 8,883　〃

現金及び現金同等物 45,363　〃

　 　 　
※２ ―――

 
 

　当連結会計年度に吸収合併した非連結子会社より

引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次のとおりで

あります。

流動資産 100百万円

固定資産 49　〃

　資産合計 149　〃

流動負債 40　〃

　負債合計 40　〃
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(リース取引関係)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引は次のとおりでありま

す。

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

4 4 0

その他 98 65 33

合計 102 69 33

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引は次のとおりでありま

す。

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

7 6 1

その他 158 107 51

合計 165 113 52

②　未経過リース料中間期末残高相当額

　１年内 17百万円

　１年超 17　〃

　　計 34　〃

②　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 29百万円

　１年超 24　〃

　　計 53　〃

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 14　〃

支払利息相当額 0　〃

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 70百万円

減価償却費相当額 63　〃

支払利息相当額 3　〃

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。
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(金融商品関係)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　
１　金融商品の時価等に関する事項

平成22年９月30日（当期の中間連結決算日）における中間連結貸借対照表計上額と、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次

表には含まれておりません。
　

　 　
中間連結貸借対照表計上額(※)

（百万円）
時価(※)（百万円） 差額（百万円）

① 現金及び預金 　 　 5,029　 5,029 ―

② 受取手形及び売掛金 　 　 27,719　 　 　

　　△貸倒引当金 　 　 △498　 　 　

　 　 　 27,221
　
　

27,221 ―

③ 有価証券及び投資有価証
券

　 　 　 　 　 　

　　その他有価証券 　 　 18,551　 18,551 ―

④ 関係会社預け金 　 　 27,813　 27,813 ―

⑤ 支払手形及び買掛金 　 　 (16,271)　 (16,271) ―

⑥ デリバティブ取引 　 　 522　 522 ―

(※)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金並びに④ 関係会社預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお

ります。

③ 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か

らの提示された価格によっております。

　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する注記事項については、（有価証券

関係）注記を参照ください。

⑤ 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお

ります。

⑥ デリバティブ取引

これらは為替予約取引及び通貨スワップ取引であります。価格は取引金融機関からの提示された価

格によっております。時価の算定方法及び取引の対象物の種類ごとのデリバティブ取引に関する注記

事項については、（デリバティブ取引関係）注記を参照ください。
　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

① 子会社株式及び関連会社株式 586

② その他有価証券 　

　 非上場株式 5

　 非上場外国株式 78

　 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 23

合計 692

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。
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前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　
（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を

適用しております。

　
１　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額と、時価及びこれらの差額

については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

まれておりません。
　
　
　 　

連結貸借対照表計上額(※)
（百万円）

時価(※)（百万円） 差額（百万円）

① 現金及び預金 　 　 5,192　 5,192 ―

② 受取手形及び売掛金 　 　 27,907　 　 　

　　△貸倒引当金 　 　 △557　 　 　

　 　 　 27,350
　
　

27,350 ―

③ 有価証券及び投資有価証
券

　 　 　 　 　 　

　　その他有価証券 　 　 19,499　 19,499 ―

④ 関係会社預け金 　 　 31,288　 31,288 ―

⑤ 支払手形及び買掛金 　 　 (15,423)　 (15,423) ―

⑥ デリバティブ取引 　 　 611　 611 ―

(※)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金並びに④ 関係会社預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお

ります。

③ 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か

らの提示された価格によっております。

　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する注記事項については、（有価証券

関係）注記を参照ください。

⑤ 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお

ります。

⑥ デリバティブ取引

これらは為替予約取引及び通貨スワップ取引であります。価格は取引金融機関からの提示された価

格によっております。時価の算定方法及び取引の対象物の種類ごとのデリバティブ取引に関する注記

事項については、（デリバティブ取引関係）注記を参照ください。
　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

① 子会社株式及び関連会社株式 645

② その他有価証券 　

　 非上場株式 5

　 非上場外国株式 81

　 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 22

合計 753

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。
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(有価証券関係)

当中間連結会計期間(平成22年９月30日)

 その他有価証券

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

(中間連結貸借対照表計上
額が取得原価を超えるも
の)

　 　 　

(1) 株式 667 371 296

(2) 債券　社債 9,192 8,072 1,120

(3) その他 ― ― ―

小計 9,859 8,443 1,416

(中間連結貸借対照表計上
額が取得原価を超えない
もの)

　 　 　

(1) 株式 191 210 △ 19

(2) 債券　社債 8,501 8,926  △ 425

(3) その他 ― ― ―

小計 8,692 9,136 △ 444

合計 18,551 17,579 972

　

　

前連結会計年度(平成22年３月31日)

 その他有価証券

　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの)

　 　 　

(1) 株式 1,006 551 455

(2) 債券　社債 9,207 7,327 1,880

(3) その他 488 352 136

小計 10,701 8,230 2,471

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの)

　 　 　

(1) 株式 27 28 △ 1

(2) 債券　社債 5,034 5,621 △ 587

(3) その他 3,737 3,993 △ 256

小計 8,798 9,642 △ 844

合計 19,499 17,872 1,627

(注)　その他有価証券で時価のあるものにおいて、簿価に対して時価の下落率が著しい銘柄については、回復可能性を判

断した上で減損処理を行っております。

減損処理金額 338百万円

　

　

　

次へ

EDINET提出書類

日立マクセル株式会社(E01947)

半期報告書

38/68



(デリバティブ取引関係)

　

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

通貨関連

区分 種類

当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引 　 　 　 　

売建 　 　 　 　

米ドル 6,949 ― 217 217

ユーロ 394 ― △ 5 △ 5

買建 　 　 　 　

米ドル 895 ― △ 37 △ 37

スワップ取引 　 　 　 　

売建 　 　 　 　

米ドル 2,394 2,394 360 360

英ポンド 270 270 2 2

ユーロ 466 466 △ 15 △ 15

合計 11,368 3,130 522 522

(注)１　時価の算定方法

　　為替予約取引については、先物為替相場によっております。

　　スワップ取引については、スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。

　　２　ヘッジ会計が適用されていないもののみ開示しております。
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前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

通貨関連

区分 種類

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引 　 　 　 　

売建 　 　 　 　

米ドル 4,662 ― △ 146 △ 146

ユーロ 667 ― 2 2

買建 　 　 　 　

米ドル 1,151 ― 77 77

スワップ取引 　 　 　 　

売建 　 　 　 　

米ドル 1,980 1,980 187 187

英ポンド 1,092 ― 347 347

ユーロ 614 ― 144 144

合計 10,166 1,980 611 611

(注)１　時価の算定方法

　　為替予約取引については、先物為替相場によっております。

　　スワップ取引については、スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。

　　２　ヘッジ会計が適用されていないもののみ開示しております。
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(ストック・オプション等関係)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

　
(資産除去債務関係)

当中間連結会計期間末(平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

(賃貸等不動産関係)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

　賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に前連結会計年度の末日に比

して著しい変動が認められないため、賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び当中間連結会計期間に

おける主な変動並びに中間連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は、省略しております。

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23

号 平成20年11月28日）を適用しております。
　

　当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用オフィスビル（土地を含む）等を有して

おります。

　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時

価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

　 　 　 （単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額 　 　

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 　連結決算日における時価

12,261 △204 12,057 16,337

（注）１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２　当期増減額のうち、主な減少額は不動産の売却（92百万円）であります。

 ３　当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む）であります。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
情報
メディア
(百万円)

電池
(百万円)

材料・
デバイス・
電器
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

52,882 40,990 45,969139,841 ― 139,841

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 52,882 40,990 45,969139,841 (―) 139,841

営業費用 51,794 43,607 44,383139,784 (―) 139,784

営業利益又は
営業損失(△)　　　　　

1,088 △2,617 1,586 57 (―) 57

(注) １　事業区分は、当社製品の製造方法及び種類・使用目的等の類似性を考慮して、区分しております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

情報メディア
コンピュータテープ、放送用ビデオテープ、ブルーレイディスク、

DVD、CD、オーディオテープ、ビデオテープ

電池
リチウムイオン電池、コイン形リチウム二次電池、酸化銀電池、

リチウム一次電池、アルカリ乾電池

材料・デバイス・電器
光学部品、機能性材料、粘着テープ、RFIDシステム、小型電気機器、

電鋳・精密部品、金型・合成樹脂成形品

　

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
日本
(百万円)

米州
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

76,43427,35219,39716,658139,841 ― 139,841

(2) セグメント間の
内部売上高

34,145 35 11 12,06346,254(46,254)―

計 110,57927,38719,40828,721186,095(46,254)139,841

営業費用 112,21126,66619,51628,314186,707(46,923)139,784

営業利益又は
営業損失(△)

△1,632 721 △108 407 △612 669 57

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1)米州…………アメリカ

　(2)欧州…………イギリス、ドイツ、フランス、イタリア

　(3)アジア他……中国、シンガポール、マレーシア
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
米州
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 25,195 19,990 31,064 76,249

Ⅱ　連結売上高 ― ― ― 139,841

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合

18.0％ 14.3％ 22.2％ 54.5％

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1)米州…………アメリカ、北米及び中南米

　(2)欧州…………イギリス、ドイツ、西欧及び東欧

　(3)アジア他……中国及び東南アジア

３　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は、事業部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「情報メディア」「電池」

「材料・デバイス・電器」の３つを報告セグメントとしております。

「情報メディア」は、主にストレージメディア・光ディスクを製造販売しております。「電池」は、

マイクロ電池・モバイル電池・パワー電池を製造販売しております。「材料・デバイス・電器」は、主

に光学部品・機能性材料・小型電気機器を製造販売しております。
　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高

は取引高の実績及び製品種別の利益率を用いて算定した理論値に基づいております。
　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報
（単位：百万円）

　
情報
メディア

電池
材料・
デバイス・
電器

計 調整額
中間連結
財務諸表
計上額

　売上高 　 　 　 　 　 　

　　外部顧客への売上高 20,83421,64123,03365,508 ― 65,508

　　セグメント間の内部　　　　　　　　　
10,13816,360 3,242 29,740△29,740 ―

　　売上高又は振替高

計 30,97238,00126,27595,248△29,74065,508

　セグメント利益又は損失(△) 163 △1,584 576 △845 △126 △971

　セグメント資産 30,81864,56020,531115,90977,351193,260

　その他の項目 　 　 　 　 　 　

　　減価償却費 217 2,079 1,160 3,456 ― 3,456

　　有形固定資産及び
130 911 1,452 2,493 ― 2,493

　　無形固定資産の増加額

　（注）セグメント利益の調整額△126百万円には、セグメント間取引消去△36百万円及び棚卸資産の調整額△90百万円

が含まれております。
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【関連情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

　 コンピュータテープ リチウムイオン電池 機能性材料 合計

外部顧客への売上高 7,723 11,836 7,844 27,403

　

２．地域ごとの情報

(1)売上高

（単位：百万円）

日本 米国 欧州 アジア他 合計

30,513 12,223 8,282 14,490 65,508

　　（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　
(2)有形固定資産

　

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載はありません。

　
　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

報告セグメントごとに配分される固定資産の減損損失はありません。

　なお、中間連結損益計算書に計上されている減損損失518百万円は、遊休資産として本社にて管理して

いるものであります。

　
　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

重要なのれんの償却額及び未償却残高がないため、記載はありません。

　
　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

該当事項はありません。

　

（追加情報）

当中間連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(企業結合等関係)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません

　
前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

（共通支配下の取引等）

結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　㈱長野光学研究所・・・・・光学機器及び部品等の研究開発・製造・販売

(2)企業結合の法的形式

㈱東伸精工（当社の連結子会社）を存続会社とする吸収合併

(3)結合後企業の名称

マクセルファインテック㈱

(4)合併の目的

当社は光学部品事業を重点強化３事業の一つに位置づけており、当社のオプトコンポーネンツ事

業部、当社連結子会社の㈱東伸精工、同じく㈱長野光学研究所の連結経営体制で光学部品事業を進め

てまいりましたが、本事業のスピードアップ並びに効率化を図るため、光学部品に関わる事業を新会

社に統合し、競争力をさらに強化していきます。

(5)合併期日

　㈱東伸精工と㈱長野光学研究所との合併・・・平成21年7月１日

(6)合併比率及び合併交付金

当社は、㈱東伸精工及び㈱長野光学研究所の全株式を所有しており、合併による新株式の発行及び

資本金の増加並びに合併交付金の支払いは行いません。

(7)実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成

19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。
　

（共通支配下の取引等）

結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　マクセル北陸精器㈱・・・・・ポリマーリチウムイオン電池の開発

(2)企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併（簡易・略式合併）

(3)結合後企業の名称

日立マクセル㈱

(4)合併の目的

当社と、当社の連結子会社であるマクセル北陸精器㈱は、経営資源を集約し、電池事業の強化及び

効率化を図るとともに競争力を徹底的に高めることを目的に合併することを決定いたしました。

(5)合併期日

　マクセル北陸精器㈱との合併・・・平成21年10月１日

(6)合併比率及び合併交付金

当社は、マクセル北陸精器㈱の全株式を所有しており、合併による新株式の発行及び資本金の増加

並びに合併交付金の支払いは行いません。

(7)実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成

19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。
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(１株当たり情報)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,567.24円１株当たり純資産額 1,628.69円

１株当たり中間純損失金額（△） △32.09円１株当たり当期純損失金額(△) △76.28円

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益金額

―円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

―円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎
　　　１　１株当たり純資産額

項目
当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の
合計額(百万円)

148,058 157,104

普通株式に係る純資産額
(百万円)

147,393 156,449

差額の主な内訳(百万円) 　 　

　少数株主持分 665 655

普通株式の発行済株式数
(千株)

94,045 99,532

普通株式の自己株式数
(千株)

― 3,474

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

94,045 96,058

　　　　
　　　　
　　　２　１株当たり中間（当期）純損失金額

　

項目
当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間（当期）純
損失(百万円)

△3,018 △7,327

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

――― ―――

普通株式に係る中間（当期）純損失
(△)(百万円)

△3,018 △7,327

普通株式の期中平均株式数
(千株)

94,045 96,060
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(重要な後発事象)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
　

当社は、ストレージメディア事業の軽量化を目的とする、関連製品の開発生産委託に伴う、当事業

に従事する人員の株式会社スリオンテック及び日本エイム株式会社への転籍について、平成22年11

月９日に当社労働組合と転籍条件の合意に至りましたので、個人ごとに面談を開始しております。
　

１．対象者：ストレージメディア事業に従事する者　

　２．対象人員：370名程度　

　３．実施時期

　　　　　労働組合転籍条件合意日：平成22年11月９日

　　　　　転籍日：平成23年１月１日（予定）

　４．損失見込額

　割増退職金及び転籍一時金の支払により、当連結会計年度に特別損失として最大約1,600百

万円を計上する見込みであります。

　
前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,014 481

受取手形 202 396

売掛金 15,856 14,615

有価証券 1,010 1,000

たな卸資産 8,311 7,374

関係会社預け金 27,813 31,288

その他 *2
 6,267 7,437

貸倒引当金 △26 △22

流動資産合計 60,447 62,569

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 9,992 10,298

土地 26,840 27,371

その他（純額） 9,013 9,794

有形固定資産合計 *1
 45,845

*1
 47,463

無形固定資産 783 946

投資その他の資産

投資有価証券 17,524 18,476

関係会社株式 34,315 34,315

その他 13,455 12,926

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 65,292 65,715

固定資産合計 111,920 114,124

資産合計 172,367 176,693

負債の部

流動負債

買掛金 10,409 9,032

預り金 9,289 9,774

その他 10,437 8,109

流動負債合計 30,135 26,915

固定負債

退職給付引当金 5,442 6,080

役員退職慰労引当金 202 237

その他 459 510

固定負債合計 6,103 6,827

負債合計 36,238 33,742
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(単位：百万円)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,203 12,203

資本剰余金

資本準備金 22,325 22,325

資本剰余金合計 22,325 22,325

利益剰余金

利益準備金 3,051 3,051

その他利益剰余金

別途積立金 114,725 114,725

圧縮記帳積立金 37 37

繰越利益剰余金 △17,007 △5,844

利益剰余金合計 100,806 111,969

自己株式 － △4,943

株主資本合計 135,334 141,554

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 795 1,397

評価・換算差額等合計 795 1,397

純資産合計 136,129 142,951

負債純資産合計 172,367 176,693
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②【中間損益計算書】
(単位：百万円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

売上高 36,289 76,842

売上原価 29,661 61,771

売上総利益 6,628 15,071

販売費及び一般管理費 8,639 18,838

営業損失（△） △2,011 △3,767

営業外収益 *1
 1,236

*1
 4,491

営業外費用 *2
 669

*2
 1,057

経常損失（△） △1,444 △333

特別利益 *3
 892

*3
 386

特別損失 *4
 2,150

*4
 6,884

税引前中間純損失（△） △2,702 △6,831

法人税等 *5
 17 110

中間純損失（△） △2,719 △6,941
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,203 12,203

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 12,203 12,203

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 22,325 22,325

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 22,325 22,325

資本剰余金合計

前期末残高 22,325 22,325

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 22,325 22,325

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 3,051 3,051

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 3,051 3,051

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 114,725 139,725

当中間期変動額

別途積立金の取崩 － △25,000

当中間期変動額合計 － △25,000

当中間期末残高 114,725 114,725

圧縮記帳積立金

前期末残高 37 37

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 37 37

繰越利益剰余金

前期末残高 △5,844 △21,981

当中間期変動額

剰余金の配当 － △1,922

中間純損失（△） △2,719 △6,941
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(単位：百万円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

別途積立金の取崩 － 25,000

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 △8,444 －

当中間期変動額合計 △11,163 16,137

当中間期末残高 △17,007 △5,844

利益剰余金合計

前期末残高 111,969 120,832

当中間期変動額

剰余金の配当 － △1,922

中間純損失（△） △2,719 △6,941

別途積立金の取崩 － －

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 △8,444 －

当中間期変動額合計 △11,163 △8,863

当中間期末残高 100,806 111,969

自己株式

前期末残高 △4,943 △4,938

当中間期変動額

自己株式の取得 △3,501 △5

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 8,444 －

当中間期変動額合計 4,943 △5

当中間期末残高 － △4,943

株主資本合計

前期末残高 141,554 150,422

当中間期変動額

剰余金の配当 － △1,922

中間純損失（△） △2,719 △6,941

自己株式の取得 △3,501 △5

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 － －

当中間期変動額合計 △6,220 △8,868

当中間期末残高 135,334 141,554
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(単位：百万円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,397 △779

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△602 2,176

当中間期変動額合計 △602 2,176

当中間期末残高 795 1,397

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,397 △779

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△602 2,176

当中間期変動額合計 △602 2,176

当中間期末残高 795 1,397

純資産合計

前期末残高 142,951 149,643

当中間期変動額

剰余金の配当 － △1,922

中間純損失（△） △2,719 △6,941

自己株式の取得 △3,501 △5

自己株式の処分 － 0

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△602 2,176

当中間期変動額合計 △6,822 △6,692

当中間期末残高 136,129 142,951
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

　　償却原価法(定額法)

②子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

③その他有価証券

　　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しておりま

す。)

　　時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資(金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの)につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

　　償却原価法(定額法)

②子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

③その他有価証券

　　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。)

　

　　時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資(金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの)につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。

　(2) デリバティブ

　時価法

　(2) デリバティブ

　時価法

　(3) たな卸資産

評価基準

　原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）　

　

評価方法　　総平均法

 
 
（棚卸資産の評価に関する会計基準）

当中間会計期間より、「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成20年９月26

日）を適用し、棚卸資産の評価方法として後入先出

法を採用しておりました棚卸資産について総平均法

に変更しております。

　これにより、当中間会計期間の売上総利益、営業損

失、経常損失及び税引前中間純損失に与える影響は

軽微であります。

　(3) たな卸資産

評価基準

　原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）　

評価方法

　商品、原材料、貯蔵品・・・後入先出法

　製品、仕掛品・・・総平均法

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　定率法(ただし、建物(建物附属設備を除く。)につい

ては定額法)を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び車両運搬具 ４～９年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　定率法(ただし、建物(建物附属設備を除く。)につい

ては定額法)を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び車両運搬具 ４～９年

　(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しております。

　(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しております。
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当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

　(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められ

る額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務年数(13年及び14年)による定額法により費

用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の

平均残存勤務年数(13年～15年)による定額法により

翌事業年度から費用処理しております。

　(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務年数(13年及び14年)による定額法により費

用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の

平均残存勤務年数(13年～15年)による定額法により

翌事業年度から費用処理しております。

　(3) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中

間会計期間末要支給額を計上しております。

　(3) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく事

業年度末要支給額を計上しております。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、振当処理の要件を満たしている通貨スワップ

については振当処理によっております。

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、振当処理の要件を満たしている通貨スワップ

については振当処理によっております。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　外貨建貸付金の為替変動リスクに対してヘッジす

るために通貨スワップを利用しております。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　外貨建貸付金の為替変動リスクに対してヘッジす

るために通貨スワップを利用しております。

　(3) ヘッジ方針

　リスク・カテゴリー別に必要なヘッジ手段を選択

しております。

　(3) ヘッジ方針

　リスク・カテゴリー別に必要なヘッジ手段を選択

しております。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しております。ただし、振当処理

によっている通貨スワップについては有効性の評価

を省略しております。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しております。ただし、振当処理

によっている通貨スワップについては有効性の評価

を省略しております。

６　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採

用しております。

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採

用しております。
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【会計方針の変更】

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（資産除去債務に関する会計基準）

　当中間会計期間から、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

―――

　

【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

　

　
当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

116,091百万円

　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めており

ます。

有形固定資産減価償却累計額

115,488百万円

　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めており

ます。

　 　 　
※２ 消費税等の表示

　消費税等については、仮払消費税等と仮受消費税等

を相殺し、流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。

―――
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(中間損益計算書関係)

　

　
当中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１ 主な営業外収益

受取利息 80百万円

有価証券利息 150　〃

受取配当金 536　〃

受取賃貸料 378　〃

主な営業外収益

受取利息 207百万円

有価証券利息 344　〃

受取配当金 2,871　〃

受取賃貸料 691　〃

　 　 　
※２ 主な営業外費用

支払利息 28百万円

売上割引 115　〃

為替差損 410　〃

主な営業外費用

支払利息 96百万円

社債利息 39　〃

売上割引 258　〃

賃貸収入原価 211　〃

為替差損 432　〃

　 　 　
※３

 
特別利益の内容は次のとおりであります。

　固定資産売却益

　建物 　2百万円

　その他 24　〃

　　 計 26　〃
　

　 　

 
投資有価証券売却益

 
866　〃

 

特別利益の内容は次のとおりであります。

　固定資産売却益

　建物 16百万円

　その他

　無形固定資産

75　〃
5　〃

　　 計 96　〃
　

　 　

投資有価証券売却益 68　〃

抱合せ株式消滅差益 61　〃

未払費用戻入益 154　〃

その他 7　〃

　 　 　
※４

 

特別損失の内容は次のとおりであります。

　固定資産除売却損

　建物 2百万円

　その他 37　〃

　無形固定資産 1　〃

　　 計 40　〃

特別損失の内容は次のとおりであります。

　固定資産除売却損

　建物 24百万円

　その他

　無形固定資産

143　〃

5　〃

　　 計 172　〃
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当中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※４

 

　減損損失

　当社は、管理会計上の区分を考慮して資産グルー

プを決定しております。

　下記資産は遊休資産であり、売却検討を行った結

果、正味売却価額が帳簿価額を下回るため、減損損

失（518百万円）を計上しております。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

遊休資産 茨城県守谷市 土地 96

遊休資産 茨城県常総市 土地 422

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額

と使用価値のいずれか高い価額としております。

正味売却価額は合理的に算定された価額に基づき

評価しております。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

事業構造改善費用 1,059百万円

（※）事業構造改革計画の実効に伴い発生した早期

退職に伴う特別退職金等であります。

 
 
 

　減損損失

　当社は、管理会計上の区分を考慮して資産グルー

プを決定しております。

　将来キャッシュ・フローの回収額を見積もった

結果、回収可能価額まで減額し、当該減損額を減損

損失（5,636百万円）として特別損失に計上して

おります。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

事業用資産 京都府大山崎町

建物・構築
物・機械及
び装置・車
両運搬具・
工具、器具
及び備品・
特許権・ソ
フトウエア
他

4,138

事業用資産 京都府福知山市

建物・構築
物・機械及
び装置・車
両運搬具・
工具、器具
及び備品・
ソフトウエ
ア

1,428

福利資産 茨城県常総市 建設仮勘定 70

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額

と使用価値のいずれか高い価額としております。

正味売却価額は合理的に算定された価額に基づき

評価しております。

　また、使用価値の算定にあたり用いた割引率は加

重平均資本コストを基礎としております。
 

事業構造改善費用 225百万円

（※）主に事業構造改革計画の実行に伴い発生した

特別退職金の支払いによるものであります。
 

アドバイザリー費用 281百万円

　 投資有価証券評価損 1百万円
　

投資有価証券売却損 375百万円
　
　

投資有価証券評価損 430百万円

　 　
　

　 　
　

　 その他 157百万円
　

その他 140百万円
　

※５ 当中間会計期間における税金費用につきまして

は、簡便法により計算しているため、法人税等調整

額は「法人税等」に含めて表示しております。

―――
 

 
　６

 
減価償却実施額

有形固定資産 1,970百万円

無形固定資産 175　〃

　　 計 2,145　〃

 
減価償却実施額

有形固定資産 5,402百万円

無形固定資産 373　〃

　　 計 5,775　〃

　次へ
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 3,474,151 2,012,000 5,486,151 ─

（注）増加は反対株主の株式買取請求に伴う買取りによるものであり、減少は自己株式の消却によるものであります。

　

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 3,470,646 3,660 155 3,474,151
　

　(注)　増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。

　

EDINET提出書類

日立マクセル株式会社(E01947)

半期報告書

60/68



　

(リース取引関係)

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引は次のとおりでありま

す。

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

13 11 2

合計 13 11 2

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引は次のとおりでありま

す。

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

44 37 7

合計 44 37 7

②　未経過リース料中間期末残高相当額

　１年内 2百万円

　１年超 0　〃

　　計 2　〃

②　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 7百万円

　１年超 0　〃

　　計 7　〃

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2　〃

支払利息相当額 0　〃

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 19　〃

支払利息相当額 0　〃

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。
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(有価証券関係)

当中間会計期間末（平成22年９月30日）

　

関係会社株式及び関係会社出資金

関係会社株式及び関係会社出資金（中間貸借対照表計上額　関係会社株式34,315百万円、関係会社出資

金4,880百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載して

おりません。

　

前事業年度末（平成22年３月31日）

　

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用

しております。

　

関係会社株式及び関係会社出資金

関係会社株式及び関係会社出資金（貸借対照表計上額　関係会社株式34,315百万円、関係会社出資金

4,880百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載してお

りません。

　

　

(企業結合等関係)

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

中間連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載して

おりません。

　

　

(資産除去債務関係)

当中間会計期間末(平成22年９月30日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

　

(重要な後発事象)

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

当社は、ストレージメディア事業の軽量化を目的とする、関連製品の開発生産委託に伴う、当事

業に従事する人員の株式会社スリオンテック及び日本エイム株式会社への転籍について、平成22

年11月９日に当社労働組合と転籍条件の合意に至りましたので、個人ごとに面談を開始しており

ます。
　

１．対象者：ストレージメディア事業に従事する者

２．対象人員：370名程度

３．実施時期

　　　労働組合転籍条件合意日：平成22年11月９日

　　　転籍日：平成23年１月１日（予定）

４．損失見込額

割増退職金及び転籍一時金の支払により、当事業年度に特別損失として最大約1,600百

万円を計上する見込みであります。

　
　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

　

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(１)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　　　事業年度　第64期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)平成22年６月15日近畿財務局長に提出。

　

(2)有価証券報告書の訂正報告書及びその確認書

　　　　訂正報告書（上記(１)有価証券報告書の訂正報告書）を平成22年６月25日近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　
平成22年11月19日

日立マクセル株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　尾　　﨑　　隆　　之　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日立マクセル株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、日立マクセル株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、ストレージメディア事業に従事する人員の転籍について、平成22

年11月９日に会社労働組合と転籍条件の合意に至り、個人ごとに面談を開始した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書

　
平成22年11月19日

日立マクセル株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　尾　　﨑　　隆　　之　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日立マクセル株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第65期事業年度の中

間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、日立マクセル株式会社の平成22年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、ストレージメディア事業に従事する人員の転籍について、平成22

年11月９日に会社労働組合と転籍条件の合意に至り、個人ごとに面談を開始した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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